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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第66期

第３四半期連結
累計期間

第67期
第３四半期連結
累計期間

第66期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （千円） 12,662,445 11,990,299 16,796,735

経常利益又は経常損失（△） （千円） 125,523 △8,403 134,170

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 116,505 △6,516 102,606

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 81,137 9,239 △17,611

純資産額 （千円） 7,016,655 6,789,883 6,937,312

総資産額 （千円） 15,344,374 14,774,358 14,956,629

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） 8.06 △0.46 7.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 8.02 － 7.06

自己資本比率 （％） 45.6 45.8 46.2

 

回次
第66期

第３四半期連結
会計期間

第67期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

１株当たり四半期純損失(△） (円） △0.67 △11.14

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

４．第67期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は、次のとおりであります。

（国内販売）

　主要な関係会社の異動はありません。

（製造）

　平成30年４月１日付で連結子会社でありました株式会社ジョイモントを、当社を存続会社とする吸収合併を行っ

たことにより、連結の範囲から除いております。

（海外販売）

　主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(１) 経営成績の分析

　当第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）における我が国経済は、米中貿易摩

擦による貿易の頭打ち傾向が表れ、堅調に回復していた企業業績にかげりが見え始めるなど、先行きの不透明感が

高まりました。雇用状況の逼迫により、勤労者所得は改善している一方、国内の個人消費は依然節約指向が根強

く、本格的な回復に至らない状況であります。海外では米国景気は引き続き好調であるものの、中国や新興国経済

には、貿易摩擦や米国の利上げなどによる深刻な影響が生じております。

　当社の属するアパレル業界では、消費者の低価格志向や、実店舗からインターネット販売へのシフトなどの変化

が続いており、これらへの対応の違いにより、販売チャネル間の格差が広がっている状況であります。

　このような経営環境のもと、当社グループにおいては、前年度期中に撤退した直営店・カジュアルコンセ売上分

の減少のほか、百貨店向け販売の減少、第２四半期に多発した台風や地震などの自然災害による販売先店舗の休業

や、それに伴う消費マインドの低迷等により大きく販売数量が減少しました。当第３四半期も初冬の暖冬などによ

り、前年同期と比較し、販売数量が減少しております。一方、インターネット販売や量販店におけるドレスシャツ

のコンセ展開の増加、直轄工場における専門店向けオーダーシャツ受注の増加などは順調に推移しております。

　この結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の連結売上高は119億90百万円（前年同期比5.3％減）とな

り、営業損失で１億11百万円（前年同期は62百万円の利益）、経常損失８百万円（前年同期は１億25百万円の利

益）、親会社株主に帰属する四半期純損失６百万円（前年同期は１億16百万円の利益）を計上しました。

 

　事業セグメントごとの業績は次のとおりであります。各セグメントの業績数値につきましては、セグメント間の

内部取引高を含めて表示しております。

①国内販売

国内販売セグメントは上述の要因により、売上高108億59百万円（前年同期比4.1％減）、セグメント損失１億65

百万円（前年同期は90百万円の利益）となりました。

②製造

製造セグメントにおいては、株式会社ジョイモントの山喜株式会社（国内販売セグメント）への合併等により、

売上高は26億13百万円（前年同期比13.6％減）、セグメント利益46百万円（前年同期比237.1％増）となりまし

た。

③海外販売

中国からの原材料販売の増加等により、売上高は２億43百万円（前年同期比47.0％増）、セグメント利益６百万

円（前年同期は29百万円の損失）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は147億74百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億82百万円減少いた

しました。これは、ファクタリングに起因する未収入金等が増加した反面、販売の季節波動により売掛金、製品在

庫が減少したことなどによるものであります。当第３四半期連結会計期間末の負債は79億84百万円となり、前連結

会計年度末に比べ34百万円減少いたしました。この主な要因は未払金や未払法人税等の減少であります。

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、四半期純損失の計上、自己株式の取得などにより67億89百万円（前連

結会計年度末比１億47百万円減）となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。
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（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

①原材料価格の上昇、円安ドル高、アジア生産拠点における人件費の上昇により、引き続き製品製造原価は上昇傾

向にあります。この対策として、低コスト生産拠点の生産能力を増強するとともに、当社子会社工場と日本山喜

商品部門との連携により、グループ利益の最大化を図ります。

②上記の原価の上昇要因を受け、製品販売価格の上昇を図る必要があります。この対策として、オーダーシャツな

ど付加価値の高いデザイン商品ラインナップを強化するとともに、素材メーカーとの協働により、付加価値素材

の提案を強化してまいります。

③小売店の競争環境の変化に伴い、中堅量販店を中心に、衣料品からの撤退が今後も進む可能性があります。この

対策として、ＳＨＩＲＴ ＨＯＵＳＥなど直接販売形態での販売を行うオリジナル商材の品揃えを強化するとと

もに、インターネット販売を含む直接販売形態での販売を増やしてまいります。

④国内市場におけるシェア拡大に加え、海外での販売強化を図ります。この対策として、シンガポールに設立いた

しましたジョイリンク ピーティーイー リミテッドを窓口として海外販売を進めるとともに、ヨーロッパでの展

示会への出展を通して欧米への進出を加速してまいります。

⑤国内生産拠点や管理拠点の施設の経年により、維持管理費の増大が懸念されております。この対策として、維持

管理費の低減につながる設備の更新を積極的に推進するとともに、計画的な設備更新投資を実施し、更なる施設

の効率化や快適な職場環境の維持を図ります。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,900,000

計 25,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成31年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,950,074 14,950,074
東京証券取引所　　　

市場第二部

単元株式数は100株

であります。

計 14,950,074 14,950,074 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成31年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

　　　された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金残
高（千円）

　平成30年10月１日～

　平成30年12月31日
－ 14,950,074 － 3,355,227 － 2,360,700

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日である平成30年９月30日現在で記載しております。

①【発行済株式】

 平成30年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

(自己保有株式)

普通株式　　　　813,500

 

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　 14,134,300 141,343 －

単元未満株式 普通株式　　　　　2,274 － －

発行済株式総数 14,950,074 － －

総株主の議決権 － 141,343 －

　（注）１.「完全議決権株式(その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含ま

れております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式83株が含まれております。

②【自己株式等】

平成30年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

山喜株式会社

大阪市中央区上町１丁目

３番１号
813,500 － 813,500 5.44

計 － 813,500 － 813,500 5.44

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平

成30年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

山喜株式会社(E02773)

四半期報告書

 8/17



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,860,655 1,814,286

受取手形及び売掛金 ※１ 3,127,808 ※１ 2,766,440

製品 4,245,766 4,038,398

仕掛品 114,350 143,192

原材料 318,889 349,716

その他 718,903 1,196,349

貸倒引当金 △20 △20

流動資産合計 10,386,353 10,308,364

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,142,509 1,137,669

機械装置及び運搬具（純額） 103,217 140,101

土地 2,077,812 2,081,583

その他（純額） 132,463 140,080

有形固定資産合計 3,456,004 3,499,434

無形固定資産 521,699 576,333

投資その他の資産   

投資有価証券 131,672 105,747

繰延税金資産 236,438 226,587

その他 224,778 58,208

貸倒引当金 △318 △318

投資その他の資産合計 592,571 390,226

固定資産合計 4,570,275 4,465,993

資産合計 14,956,629 14,774,358

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 1,621,598 ※１ 1,645,684

短期借入金 1,892,490 2,234,661

1年内返済予定の長期借入金 747,398 944,660

未払法人税等 95,168 5,141

賞与引当金 148,858 76,121

返品調整引当金 191,000 222,000

その他 982,819 761,892

流動負債合計 5,679,333 5,890,161

固定負債   

長期借入金 1,874,871 1,578,594

再評価に係る繰延税金負債 156,809 156,809

退職給付に係る負債 198,823 193,847

その他 109,479 165,061

固定負債合計 2,339,983 2,094,312

負債合計 8,019,316 7,984,474
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,355,227 3,355,227

資本剰余金 2,887,467 2,887,467

利益剰余金 430,077 351,278

自己株式 △76,495 △164,495

株主資本合計 6,596,276 6,429,477

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 45,201 27,746

繰延ヘッジ損益 △70,801 8,420

土地再評価差額金 185,741 185,741

為替換算調整勘定 140,135 116,383

退職給付に係る調整累計額 6,757 △4,864

その他の包括利益累計額合計 307,033 333,427

新株予約権 14,507 18,445

非支配株主持分 19,494 8,533

純資産合計 6,937,312 6,789,883

負債純資産合計 14,956,629 14,774,358
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

売上高 12,662,445 11,990,299

売上原価 9,209,125 8,907,583

返品調整引当金繰入額 20,000 31,000

売上総利益 3,433,320 3,051,716

販売費及び一般管理費 3,370,482 3,163,256

営業利益又は営業損失（△） 62,838 △111,540

営業外収益   

受取利息 2,528 2,426

受取配当金 3,280 3,555

仕入割引 8,153 8,209

為替差益 67,908 91,860

助成金収入 15,356 7,460

前受金取崩益 ※１ 16,068 ※１ 16,346

その他 18,405 25,393

営業外収益合計 131,700 155,252

営業外費用   

支払利息 48,146 40,421

その他 20,868 11,694

営業外費用合計 69,015 52,115

経常利益又は経常損失（△） 125,523 △8,403

特別利益   

投資有価証券売却益 － 2,432

特別利益合計 － 2,432

特別損失   

為替換算調整勘定取崩損 － 6,032

固定資産除売却損 7,824 2,341

特別損失合計 7,824 8,374

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
117,698 △14,345

法人税、住民税及び事業税 66,226 17,999

法人税等調整額 △63,096 △14,401

法人税等合計 3,129 3,598

四半期純利益又は四半期純損失（△） 114,568 △17,943

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △1,936 △11,426

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
116,505 △6,516

 

EDINET提出書類

山喜株式会社(E02773)

四半期報告書

11/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 114,568 △17,943

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 11,801 △17,454

繰延ヘッジ損益 △36,204 79,221

為替換算調整勘定 3,171 △22,962

退職給付に係る調整額 △12,199 △11,622

その他の包括利益合計 △33,431 27,183

四半期包括利益 81,137 9,239

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 81,929 20,200

非支配株主に係る四半期包括利益 △791 △10,960
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　第１四半期連結会計期間より、連結子会社であった株式会社ジョイモントは当社と合併したため連結の範囲か

ら除外しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形割引高 115,414千円 135,358千円

 

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

受取手形

支払手形

14,944千円

         25,368

－千円

         27,666

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　前受金取崩益

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

ギフトカタログ発行から一定期間

が経過した未利用残高の取崩益 16,068千円 16,346千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

減価償却費 169,710千円 162,117千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

配当金支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
1株当たり

配当額 基準日 効力発生日 配当の原資

 （千円） （円）

 
平成29年４月28日　

取締役会
普通株式 72,272 5.0 平成29年３月31日 平成29年６月12日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

配当金支払額

 
決議 株式の種類

配当金の総額
1株当たり

配当額 基準日 効力発生日 配当の原資

 （千円） （円）

 
平成30年４月27日　

取締役会
普通株式 72,282 5.0 平成30年３月31日 平成30年６月11日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

(注)１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２ 国内販売 製造 海外販売

売上高       

外部顧客への売上高 11,310,533 1,267,266 84,645 12,662,445 - 12,662,445

セグメント間の内部

売上高又は振替高
12,287 1,757,581 81,210 1,851,079 △1,851,079 -

計 11,322,821 3,024,848 165,855 14,513,525 △1,851,079 12,662,445

セグメント利益

（△は損失）
90,815 13,860 △29,704 74,971 △12,133 62,838

 

 （注）１ セグメント利益又はセグメント損失の調整額△12,133千円は、セグメント間取引消去であります。

 （注）２　セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

合計
調整額

(注)１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２ 国内販売 製造 海外販売

売上高       

外部顧客への売上高 10,850,589 1,027,540 112,170 11,990,299 - 11,990,299

セグメント間の内部

売上高又は振替高
9,188 1,585,535 131,599 1,726,323 △1,726,323 -

計 10,859,777 2,613,075 243,770 13,716,622 △1,726,323 11,990,299

セグメント利益

（△は損失）
△165,850 46,719 6,021 △113,109 1,568 △111,540

 

 （注）１ セグメント利益又はセグメント損失の調整額1,568千円は、セグメント間取引消去であります。

 （注）２　セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

（1）１株当たり四半期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
８円06銭 △46銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）（千円）

116,505 △6,516

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る四半期純利益又は普通株式に係る

親会社株主に帰属する四半期純損失

（△）（千円）

116,505 △6,516

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,455 14,279

（2）潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益
８円02銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

調整額（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 66 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要

－ －

（注）第67期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成31年２月14日

山喜株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅　田　佳　成　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福　島　康　生　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山喜株式会社の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山喜株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

 

　(注)１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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